
別記団体の長殿

新型コロナウイルス感染症に係る病床設置の医療法上の手続の取扱い

ついて」の廃止について

標記につきまして、別添のとおり各都道府県知事宛て通知しましたので、御了知いた

だくとともに、貴下団体会員に対する周知方よろしくぉ取り計らい願います。

医政発0327第5号

令和6年3月27日

厚生労働省医政局長

(公印省略)
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各都道府県知事殿

新型コロナウイルス感染症に係る病床設置の医療法上の手続の取扱いに

ついて」の廃止について

新型コロナウイルス感染症に係る病床設置の医療法上の手続については、「新型コロ

ナウイルス感染症に係る病床設置の医療法上の手続の取扱いについて」(令和2年4月

10日付け医政発 0410 第 15 号厚生労働省医政局長通知。以下「令和2年通知」という。)

により、その臨時的な取扱い(以下「特例措置」という。)をお示ししていたところで

ある。

新型コロナウイルス感染症への対応については、「新型コロナウイルス感染症の感染

症法上の位置づけの変更に伴う医療提供体制及び公費支援の見直し等について」(令和

5年3月10日新型コロナウイルス感染症対策本部決定)に基づき、昨年5月に5類感染

症へ移行した上で、本年3月末で予定どおり各種特例措置を廃止し、本年4月から通常

の医療提供体制に移行することとしていることから、令和2年通知について、令和6年

3月31日限りで廃止することとする。

なお、令和2年通知に基づく特例措置によって設けられた病床については、本特例措

置が新型コロナウイルス感染症の感染が拡大し、医療機関への入院が困難になりつつあ

る状況下にあることを鑑みた時限的な対応であり、感染が収束するまでのものとしてい

たことを踏まえ、各都道府県の新型コロナウイルス感染症の感染状況を勘案しつつ、今

後、特例措置によって設けられた病床の削減を検討する等の適切な措置を講ずるようぉ

願いする。

貴職におかれては、上記について御了知の上、管内関係機関への周知をいただくとと

もに、その運用に遺漏なきを期されたい。

医政発0327第4号

令和6年3月27日

厚生労働省医政局長

(公印省略)

0本件についての問合せ先

厚生労働省医政局地域医療計画課

TEL 03-5253-1111 (内線 2663)

E-mail iryo-keikaku@mhlw.宮0. jp



各都道府県知事殿

新型コロナウイルス感染症に係る病床設置の医療法上の手続の取扱いについて

新型コロナウイルス感染症への医療機関における対応については、「新型コロナウイルス

感染症患者等の入院患者の受け入れについて」(令和2年2月10日付け厚生労働省医政局

総務課・地域医療計画課事務連絡)において、感染症病床以外に入院させることに係る医

療法(昭和23年法律第205号)における取扱い等について、また、「新型コロナウイルス

感染症に係る医療法上の臨時的な取扱いについて」(令和2年2月17日付け厚生労働省医

政局総務課・地域医療計画課・健康局結核感染症課事務連絡)において、新型コロナウイ

ルス感染症患者及び疑似症患者を臨時的に受け入れるに当たっての医療法における取扱い

についてお示ししたところである。

今般、新型コロナウイルス感染症患者、疑似症患者及び無症状病原体保有者(以下「新

型コロナウイルス感染症患者等」という。)の受入れに当たり、定員超過入院等の常態化が

見込まれ、増床や新たな病院の開設等が必要な場合の手続について、迅速に対応できるよ

う下記のとおりまとめたので、内容を御了知の上、管内関係機関へ周知をいただくととも

に、その実施に遺漏なきようぉ願いする。

なお、これらの取扱いとするに当たっては、「医療機関における新型コロナウイルス感染

症への対応について(その3)」(令和2年4月7日付け厚生労働省新型コロナウイルス感

染症対策推進本部事務連絡)等に基づき、院内感染防止体制を徹底いただくとともに、新

型コロナウイルス感染症のまん延防止を図るための臨時的な取扱いである旨、御留意願い

たい。

医政発 0410 第 15 号

令和 2年4月10日

厚生労働省医政局長

(公印省略)

1.国が開設する病院について

国(国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、独立行政法人海技教育機構、独立行

政法人労働者健康安全機構、独立行政法人国立病院機構、国立研究開発法人国立がん研究

センター、国立研究開発法人国立循環器病研究センター、国立研究開発法人国立精神・神

記



経医療研究センター、国立研究開発法人国立国際医療研究センター、国立研究開発法人国

立成育医療研究センター、国立研究開発法人国立長寿医療研究センター及び国立大学法人

を含む。以下同じ。)が、新型コロナウィルス感染症患者等に関する診断及び治療に係る

病床の確保のため、病院の開設又は病院の病床数の増加若しくは病床の種別の変更をしよ

うとするときの、医療法第7条の2第7項に基づく厚生労働大臣への協議については、別

紙様式1により厚生労働省医政局地域医療計画課へ提出の上協議すること。

なお、協議に当たっては、「地域医療構想の進め方について」(平成30年2月7日付け

医政地発0207第1号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知。以下「地域医療計画課長

通知」という。)において示す地域医療構想調整会議での協議、及び「特定の病床等の特

例の事務の取扱について」(平成25年4月24日付け医政指発0424第1号厚生労働省医政

局指導課長通知)において示す都道府県医療審議会の意見聴取は要しない。

2.国以外が開設する病院について

病床過剰地域において、医療法施行令(昭和23年政令第326号)第5条の3第1項第

2号に掲げる事情により、新型コロナウイルス感染症患者等に関する診断及び治療に係る

病床の確保のための病院の開設の許可又は病院の病床数の増加若しくは病床の種別の変更

の許可の際に都道府県知事が行う、同条第2項に基づく厚生労働大臣への協議について

は、卿俳氏様式2により厚生労働省医政局地域医療計画課へ提出の上協議すること。

なお、協議に当たっては、地域医療計画課長通知において示す地域医療構想調整会議で

の協議、及び「医療計画について」(平成29年3月31日付け医政発0331第57号厚生労

働省医政局長通知)において示す都道府県医療審議会の意見聴取は要しない。

3.診療所について

新型コロナウイルス感染症患者等に関する診断及び治療に係る病床の確保のための診療

所における病床の設置については、医療法施行規則(昭和23年厚生省令第50号)第1条

の14第7項第2号で定める場合に該当し、都道府県知事が必要と認める診療所について

は、医療法第7条第3項の許可を不要とすることが可能である。なお、この場合において

は、地域医療計画課長通知において示す地域医療構想調整会議での協議は要せず、都道府

県医療審議会の意見聴取は、事後の適切な時期に行って差し支えない。

4.留意事項

上記1~3の取扱いについては、病床の設置を行うための手続としてお示しするもので

あり、その他の構造設備の変更を行う場合には「新型コロナウイルス感染症の対応に係る

医療法上の手続について」(令和2年2月16日付け厚生労働省医政局総務課・健康局結核

感染症課事務連絡)に示すとおり、医療法第7条第2項の許可は事後の適切な時期に行っ

て差し支えない。この場合において、同法第27条の検査についても事後の適切な時期に

行うことで差し支えないことも併せて留意されたい。

また、上記1~3の取扱いにより設置した病床については、いずれも新型コロナウイル

ス感染症の感染が拡大し、医療機関への入院が困難になりつつぁる状況下にあることに鑑

みて時限的な対応とするものであることから、感染が収束するまでのものとする。



なお、新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成24年法律第31号)第38条第1項

の特定都道府県の区域内の病院又は診療所が、新型インフルエンザ等緊急事態における医

療の提供を行うことを目的として、病床数の変更等をする場合については、同法第48条

第6項及び第7項に基づき、「新型インフルエンザ等対策特別措置法第48条に基づき臨時

に開設される医療施設等に係る医療法等の取扱いについて」(令和2年4月10日付け厚生

労働省医政局総務課等事務連絡)の2を参照の上、対応されたい。

0本件についての問合せ先

厚生労働省医政局地域医療計画課

TEL 03-5253-1111 (内線2557)

FAX 03-3503-8562

E-mail ir o-keikaku@mhlw.0



偶1絲氏様式 1)

厚生労働大臣

新型コロナウイルス感染症患者、疑似症患者及び無症状病原体保有者に関する診断及び

治療に係る病床の確保のため、医療法第7条の2第7項の規定に基づき、次のとおり協議

いたします。

殿

医療法第7条の2第7項の規定に基づく協議について

国の開設する病院の開設者及びその代表者

1 病院の現況

月

2 二次医療圏の名称

病院名

3 病院の計画

病床の内訳

4 備

記載上の注意

添付資料は不要。

一般

結核

一般・感染症

考

床、精神

床、感染症

床開設・増床

号
日

番
年

床
床

話

所住
電



偶1採氏様式2)

厚生労働大臣

新型コロナウイルス感染症患者、疑似症患者及び無症状病原体保有者に関する診断及び

治療に係る病床の確保のため、医療法第30条の4第10項の規定に基づく医療法施行令第

5条の3第2項の規定による病床数の算定について、次のとおり協議いたします。

殿

医療法施行令第5条の3第2項の規定に基づく協議について

1

数

3 特伊ルする地域

(二次医療圏の名称)

特例とすべき病床

月

4 特例とする病床を

必要とする関係医療

施設の現況

5 特例とする病床を

必要とする関係医療

施設の計画

考6備

都道府県知事

病院名

2 特例とする

病床の種別

記載上の注意

添付資料は不要。

病床の内訳:一般

結核

一般・感染症

精神

感染症

開設・増床

号
日

番
年

床
床

所住
電 話

床
床
床


